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1　サードセクターへの着目　一本報告の問題関心一
　無限の経済成長を暗黙の前提とする福祉国家が限界に突き当たると同時に、他方では国家社会主義
の崩壊によって、20世紀型の社会経済モデルが破綻したことが明らかとなっているが、それに替わり
うるモデルを見出せないでいるところに現在の困難がある。これが本稿の基本的な問題意識である。
この閉塞状況を突き破る可能性をもつ議論として注目されはじめているのが、社会的経済、ないしは
サードセクターである。この社会的経済という考え方自体は決して目新しいものではなく、すでに19
世紀半ばには盛んにフランスなどで議論されていたものであるが、目指すべき社会経済モデルを失っ
た現在、あらためて注目されるようになっている。
　今日議論されている社会的経済は、公共セクターと民間セクターのほかに、第3番目のセクター、
すなわちサードセクターを重視することによって社会経済システムを把握しようとする点に大きな特
徴がある1。たとえば、ペストフは、公共か民間か、営利か非営利か、フォーマルかインフォーマルか
を示す境界線によって、公共セクターと民間セクターの間に第3のセクターである非営利民間セク
ターを設定した2。これをサードセクターもしくは社会的経済セクターと呼ぶのが、今日の世界では
ほぼ共通している。ここで提示されているのは、サードセクターを活用するならば、市場での競争を
重視する新自由主義政策とも、公共部門の肥大化によって福祉国家を支えるあり方とも異なる社会経
済システムを構築できるのではないかという仮説である。
☆商学部教授
1　本稿では、この第3のセクターを敢えて「第3セクター」とは呼ばず、「サードセクター」と呼んでいる。日本では
　サードセクターを第3セクターと訳し失敗事業の救済策としての半官半民事業と認識されているが、世界共通の理解
　とはほど遠い。公設民営の場合にはありえたとしても、本来のサードセクターは決して半官半民ではなく、ほぼ世界
　共通の認識は「非営利民間セクター」である。
2　V．A．　Pestoff，　Beyond　Market　and　State：　Social　En　teri）rises　and　Civil　1）emocracy　in　a　Welfare　Society，　Aldershot，1998
　（藤田暁男他訳『福祉社会と市民民主主義』日本経済評論社、2000年。）富沢賢治『社会的経済セクターの分析』岩波書
　店、1999年。
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　非営利民間セクターは自ら必要とする事柄を達成するために自発的に集合離散しつつ助け合う仕組
みである。その代表的なものは協同組合や共済組織である。今日のヨーロッパでの議論はこの二者に
加えてアソシエーションを挙げることが一般的である。いずれもアメリカの内国税法で規定された非
営利組織（Non　Profit　Organisation）ではなく、利益を追求しないという意味でのNPO、すなわち
Not－for－Profit　Organisationという意味での非営利組織NPOと理解されている組織である。これらの
相互扶助の組織や仕組みが、民間企業や公共機関では埋め切れないさまざまな社会的ニーズを満たす
役割を果たし、経済成長の止まった福祉国家の限界を超えるうえで有効ではないかとの期待が寄せら
れている。もちろんそこでは必要に応じて公共セクターや民間セクターとの協力協働やパートナー
シップが組まれるというあり方も求められている。
　同じくサードセクターを構成する組織としてここ数年急速に注目を集めだしているのが社会的企業
（Social　Enterprise）である。一方での社会貢献という高い使命感と、他方での高い経営能力という、
一見矛盾するかのように思える2つの命題を意識的に両立させることを目指した新たな事業形態であ
る。
　この社会的企業は地域コミュニティに役立つことを第1の使命として、専門的能力の高い経営者に
よって、利益追求型ではない事業運営にあたるものと捉えられている。ボルザガらがEU15力国で調
査し比較研究を行なった業績に基づいて、社会的企業の認識枠組みをみておこう3。社会的企業の定
義にあたり、単に経済的指標にのみ頼るのではなく、社会的指標を設けている点に大きな特徴がある。
調査結果からみえてくるのは、コミュニティに貢献することを第1の目的にして、市民が設立し、協
同組合原則を利用しながら民主的な意思決定をしつつも、行政からは独立した事業組織、というあり
方である。同時に、経営上のリスクを引き受けて有償で働く専門的経営者が、社会的に有用な財やサー
ビスを継続して供給していく組織でもある。この目的を達成するためにボランティアやネットワーク
に代表される社会的資本を動員することができる組織でもある。
　コミュニティに貢献することを第1の使命とする点では協同組合や共済組織とは異なり、公益のた
めの事業組織であると考えることができる。多様なステークホルダーの参加や、地域レベルでの民主
的な意思決定やガバナンスが尊重されている点、あるいは営利を直接の目的にしないという点におい
て、民間の営利企業とは異なる。また、国家から自立した市民組織であり、ボランティアなどの社会
的な資源を動員することができ、それらを前提にして経済的なリスクを引き受けて社会的に有用な
サービスや商品を継続的に供給し続けるという点において、アソシエーションやアドボカシー志向の
非営利組織やボランティアによる慈善事業を展開するボランタリー組織とも異なるのである。
　この社会的企業をも含めた社会的経済組織によってサードセクターを構成する共益組織の限界を克
服しようというのが、北欧を除くEU諸国での試みである。社会的企業の起源は国によって異なるが、
3　C，Borzaga　et．　al．，　The　Emergence　ofSocial　Enterprise，　Routledge，　2001．（柳沢敏勝他訳『社会的企業』日本経済評論
社、2004年）。
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イギリスにおける社会的企業の発端のひとつがコミュニティビジネスである。非営利原則に基づいて
地域社会のさまざまなニーズを満たすとともに、失業問題をも克服しようという意欲的な試みである。
ここでいう地域社会のニーズとは、保育や高齢者介護、ハンディキャップを負った人々のケアや雇用
開発などが代表的な例であるが、今日では麻薬中毒患者や元犯罪者などの社会的排除問題を解決する
ための社会的ケアも含まれるようになってきている。
　コミュニティビジネスの組織形態もさまざまであり、例えば、イギリスにおいては、任意団体もあ
れば保証有限会社や株式会社など種々の会社形態がある。さらには産業共済組合として登記する協同
組合や労働者協同組合があり、これらの多くはさらにチャリティ団体としての認可を受けることも多
い。名称も労働者協同組合、コミュニティ協同組合、コミュニティエンタプライズなど多様である。
多様ではあるが、そこに共通しているのは、その場で働く有給、無給の労働者やコミュニティの人々
が出資していること、社会から求められているニー・一ズに対して貢献することを第1の課題にしている
ことである。産業構造の転換により崩壊したコミュニティの再生や社会的排除問題の解決と雇用機会
の創出とを結びつけ、新たな事業組織によってその実現を図り、社会に貢献するというのがもっとも
典型的なコミュニティビジネスの例である。
　しかしながら、イギリスではこうした多様性を放置しておくことはコミュニティビジネスの振興に
はならないと考えられてきたことも他方での事実であり、2000年以降、労働党政権は積極的な対応を
示し、コミュニティに貢献する事業組織や社会的企業のための法的環境を整えた4。典型的な例が
2005年7月施行のコミュニティ利益会社規則（CIC：Community　Interest　Company　Regulations）であ
る。この規定で言う「コミュニティの利益に資する会社」とは、具体的には社会的企業を指している。
また他方では、地域戦略パートナーシップ（LSP：Local　Strategic　Partnership）という考え方を提起
し、地域でのさまざまなパートナーシップを通じて社会サービスの「民間」への業務委託が推進され
ている。だがこの業務委託に対しては、当初、長い歴史をもつボランタリー組織から相当に強い疑問
が投げかけられ、反発を呼んでいたことも事実である5。社会的企業が高い評価を受ける反面で、ボ
ランタリー組織が行政からの補助金を受けられなくなりつつあるという事態が一部で進行しており、
こうした事態に対応するために社会的企業に衣替えするボランタリー組織が急増したからである。
　労働党政権は、社会経済におけるサードセクターの果たす役割が次第に大きくなってきているとの
認識をもとにして、2006年5月に、内閣府にサードセクター局（OTS：The　Office　of　the　Third　Sector）
を設置した。OTSのホームページを閲覧すれば明らかなことであるが、サードセクター組織に共通
する特徴は、①非政府、②価値意識の重視、③剰余の社会への還元であり、これらの特徴を持つ組織
は、ボランタリ・一一・・コミュニティ組織（VCO）、チャリティ、社会的企業、協同組合、共済組合とされ
4　柳沢敏勝「社会的企業の発見と『第3の道』の」新展開」、柳沢他編著『非営利・協同システムの展開』日本経済評
論社、2008年。
5　今日ではボランタリー・コミュニティ組織Voluntary＆Community　Organisationと呼ばれるのが一般的になってい
る。
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ている。OTSは、これらの組織をサポートすることによってさらなる社会変革を推し進めることを
目的としている。こうした政治・行政のあり方が、経済成長を前提とする福祉国家とは異なる福祉の
ありようを示唆していると考えることができる6。
　繰り返せば、福祉国家の限界や社会主義国家の崩壊によって、高齢社会を支え維持する社会経済モ
デルが失われている。つまり、20世紀型社会経済システムの限界によって21世紀の高齢社会は支えら
れない、というのが、現状認識の中心である。こうした閉塞状態に対して何を対置できるのかという
のが本報告書の中心的な問題関心である7。
　とりわけ、公共セクターと民間セクターという伝統的な認識枠組みでは、急速に高齢化が進む日本
社会は政策的な対応がきわめて困難であり、パラダイム転換が求められているという考えが、この研
究の出発点となっている。それは、表にも示されているように、高齢化社会から高齢社会への進展が、
日本ではわずか24年という短時間のうちに起こっており、2050年には65歳以上の高齢者人口が全人口
の40％にも達すると推計されているのであり、人類史上経験のない速さで高齢化が進んでいる現在、
とくに公共セクターによる高齢者の福祉サービスや医療サービス等では限界が明らかである。しかし
ながら、営利を基本とする民間セクターによる社会サービスの提供にも自ずと限界があり、現在社会
福祉法人などの非営利組織によって賄われている社会サービスのあり方の捉え直しをするなど抜本的
な発想の転換が必要である。
　これまでの検討の中からいえるひとつの仮説が、これまでのところ高齢社会を支えるモデルが失わ
れてはいるが、第3のセクターを重視することで新たな認識枠組みが用意され、近未来の社会経済シ
ステムを想定できるであろう、というものである。イギリスで模索された「第3の道」政策は、公共
セクターと民間セクター、それとサードセクターとの組み合わせによって無限の経済成長を暗黙の前
提とした福祉国家の限界を乗り越えようとしていると考えるからである。その観点からすれば、協同
組合や共済組織、あるいはアソシエーションなどの共益集団も、これまで以上に公益を意識した活動
を展開すべきときであるともいえる。共益集団が公益を意識した活動に転ずるならば、社会貢献を第
1の目標に掲げて設立される社会的企業との接点が生まれ、相乗効果を得ることができるからである。
2　民営化による公益の蚕食
　公共セクターと民間セクターとの二項把握による社会経済システム認識の限界をよく示しているの
が、1980年代以降、世界中で主流となった民営化である。大きな政府の下で先進国病を発症すること
も多かった国々において、それへの反動として民営化による効率化を図ろうとしたあり方がいかにし
6　H，Haugh　and　M．　Kitson，　The　Third　Way　and　the　third　sector：New　Labour’s　economic　policy　and　the　social　economy，
Cambridge　fournal　ofEconomics，31，2007，
7　とはいえ、この議論が、エスピンーアンデルセンが述べる「福祉国家レジーム三類型」すべてに一様にあてはまるか
はさらなる検討が必要であることを断わっておく。The　Three恥714∫qf既伽76　C（ψ吻跳解，　Blackwel1，1990（岡沢憲
芙・宮本太郎監訳『福祉資本主義の三つの世界』ミネルヴァ書房、2001年）。
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表1　日本の人ロ構成の推移と将来予測
?
成　比　　　（％） 指　　数
年　次 総人ロ 年少人ロ 生産年齢人ロ 老年人口 老年化 老年人ロ 従属人ロ
（千人） （0－14歳） （15～64歳） （65歳以上） 指　数 扶養負担 扶養負担
1920 55，963 36．5 58．3 5．3 14．4 11．1 1．4
1930 64，450 36．6 58．7 4．8 13．0 12．3 1．4
1940 71，933 36．7 58．5 4．8 13．1 12．2 1．4
1950 84，115 35．4 59．6 4．9 13．9 12．1 1．5
1960 94，302 30．2 64．1 5．7 19．0 11．2 1．8
1970 104，665 24．0 68．9 7．1 29．4 9．8 2．2
1980 117，060 23．5 67．4 9．1 38．7 7．4 2．1
1990 123，611 18．2 69．7 12．1 66．2 5．8 2．3
1994 125，034 16．3 69．6 14」 86．1 5．0 2．3
2000 126，926 14．6 68．1 17．4 119．1 3．9 2．1
2005 127，768 13．8 66．1 20．2 146．5 3．3 1．9
2010 127」76 13．0 63．9 23．1 178．4 2．8 1．8
2013 126，254 12．3 62．5 25．2 204．9 2．5 1．7
2020 122，735 10．8 60．0 29．2 271．9 2．1 1．5
2030 115，224 9．7 58．5 31．8 328．9 1．8 1．4
2040 105，695 93 54．2 36．5 391．8 1．5 1．2
2050 95，152 8．6 51．8 39．6 458．3 1．3 1．1
2055 89，930 8．4 51．1 40．5 485．1 1．3 1．0
（注）①老年化指数とは年少者100人に対する老年者の割合である（老年人口÷年少人口x100）。
　　②老年人口扶養負担とは老年人ロー人当りの生産年齢人口の数である（生産年齢人口÷老年人口×100）。
　　③従属人口扶養負担とは従属人口（年少人口＋老年人口）一人に対する生産年齢人口の数である（生産年
　　　齢人口÷従属人口×100）。
　　④1970年に老年人口比率が7％を超え、1994年には14％に達した。将来人口予測では2005年に総人口が
　　　　ピークに達し、2013年に老年人口比率が25％を超えると推計されている。
出所11920年から1994年までは総務庁『人口推計年報』（人口推計資料No，70）1997年、2000年から2050年まで
　　　は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（出生低位・死亡中位）（平成18年12月推計）』2006
　　　年。
表2　主要先進国（G7等）の65歳以上人口割合の倍化年数
65歳以上人口割合到達年 所要年数（年）?
7％ 14％ 7％→14％
フランス 1864 1979 115
スウェーデン 1887 1972 85
アメ　リカ 1942 2015 73
カ　ナ　ダ 1945 2010 65
イタ　リ　ア 1927 1988 61
イギリ　ス 1929 1975 45
ド　イ　ツ 1932 1972 40
日　　　本 1970 1994 24
出所；国立社会保障・人口問題研究所『人口統計資料集2008』、2008年。
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て新たな「社会的排除」を生みだしたのかをみることなくして、民営化の評価は困難である。あるい
は、公共セクターと民間セクターとの間の比重の移し替えだけの限界を知ることもむずかしい。ここ
では、1997年に成立した労働党政権以前のイギリスも同様に、上記の限界に対して、民営化を対置し
ようとしたが、その民営化がどのように公益を蚕食したのかを公共交通、とくにバス輸送の分野にお
いて検証しておく。
　イギリスのバス産業は、保守党政権下で、運送法の1980年改正と1985年改正とにより大幅な構造再
編がなされた。1980年運送法（Transport　Act　1980、以下80年法。）により長距離バス運行の量的規制
緩和が進められていたが、最終的には1985年運送法（以下、1985年法）により規制緩和と民営化とが
決定された8。地方公営バスの民営化は前年の1984年の白書『バス』9によって公表され、1985年法に
より実効化されたものである。これによりロンドンを除く地方でのバス運行免許が1986年10月より停
止することとなり、イングランドおよびウェールズの国営バス会社とすべての地方公営バスの民営化
が求められたのである10。こうした規制緩和と民営化は、この当時の世界の潮流でもあった新自由主
義と軌を一にするものであり、その目的も同様に市場競争に耐えうる効率化の追求であった。つまり、
競争を促すことによって効率性を追求し、肥大化した福祉国家と逆機能化した官僚機構を克服し、新
たな時代のニーズに対応しようとするものであった。この目的を達成する手段としての規制緩和と民
営化であった。
　1985年法以前の10年間、イギリスのバス事i業は公営が基本であった。イングランドの6つの主要大
都市圏（metropolitan　counties）とグレーター・グラスゴー（Greater　Glasgow）では、　PTE（Passenger
Transport　Executives）という旅客運輸局がバス運行を担当し、それ以外の市町村ではそれぞれの自
治体が公営バスの運行を担っていた。また、都市間の長距離バスの運行は国営バス会社が担っていた。
イングランドとウェールズはNational　Bus　Company（NBC）が、スコットランドはScottish　Bus
Group（SBG）が担当した。法改正がなされる1985年時点においては、北アイルランドを除くイギリス
全土のバス事業の売り上げの75％が公営バスによるものであった。
　1985年法第3部においてNBCの子会社への分割民営化が決定された。　NBCを72の子会社に分割
して、それらを売却し民営化するというものであり、1988年4月までにすべてが売却された。そのう
ちの40社は、経営者買収（management　buyout）もしくは従業員買収（employee　buyout）であり、と
くに従業員買収では従業員持ち株制度（ESOP）が利用されることが多かった。ここでのESOPを利
用した従業員買収という手法が一時しのぎの民営化手法であったのか、それともESOPに意味を持た
せる戦略として描かれていたのかは、着目すべき論点である。営利追求型の単なる民営化であるのか、
それとも従業員所有企業として発展させ新たな仕組みづくりに乗り出すのかは、公共サービス提供の
8　Fiona　Pool，　Buses－research　paper　99／59，　Business　and　Transport　Section，　House　of　Commons　Library，　Jan．1999．
9　Buses，　July　1984，　Cmnd　9300．
10　同上書によれば、スコットランドではやや事情が異なる。国営のバス会社、SBG（Scottish　Bus　Group）の民営化プ
　ランは1988年になって求められ、それによってSBGが10社に分割され、1991年10月に売却が完了した。
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ありようを決定するうえで重要なポイントだと考えるからである。ともあれ、この時点でのNBCの
売却総額は3億2千万ポンドにものぼった。
　また、地方公営のバスも政府の財政援助を受けながら、民営化が進められた。28の市町村営バスが
民営化され、6つの公営バスが営業を停止した。市町村営のバス会社の中にあって、売却第1号となっ
たのがポーツマス市営バスである。これらのバス会社も多くが経営者買収もしくは従業員買収の対象
となった。ただし、1社が購入できる会社の数は限定されていて、1985年法によって3社までとされ
ていた。この買収には単独入札方式が利用され、1992年まで単独入札による売却が行なわれたが、そ
れ以降は競争入札へと切り替えられた。
　1985年法は規制緩和と民営化との双方をイギリスのバス産業に求めるものであったが、ロンドンだ
けは異なっていた。ロンドンでは他の地域と同様に徹底した民営化が進められたとはいえ、規制緩和
は一部にとどまった。それを定めたのが1984年のロンドン地方運送法（London　Regional　Transport
Act　1984）である。これにより、運行の責任はグレーター・ロンドンからロンドン地域交通局（LRT：
London　Regional　Transport）へと移った11。だが、規制緩和が急速に進んだわけではなく、地方自治
体であるロンドン市による規制がかなりの程度残った。すべての路線に競争入札を導入し、バス運行
会社間の競争が激化したにもかかわらず、乗客サービスの点では規制が残り続けている。なお、1995
年の障碍者差別禁止法により、車椅子でのバス利用が無条件で可能となり、それに伴ってこのサービ
スを実現するための低床式の新車が導入されることとなった。
　バス産業の規制緩和ならびに民営化により、1986年以降の10年間に大幅な構造変化が生じた。1994
年になるとバス事業は大手9社に統合されるようになり、これら9社で売上額の56％を占めるように
なった。これら9社とは、Stagecoach、　Badgerline、　British　Bus、　West　Midlands　Travel、　Go－Ahead、
Cowie、　GRT、　SBH、　MTLである。このうち、　Badgerline社とGRT社とが1995年6月に合併して、
FirstBusを設立している。またWest　Midlands　Trave1社はその後National　Express社に統合されて
いる。さらに、公営バス事業の売上額は1997年には7％へと激減し、イギリスのバス事業は大手3社
にほぼ集約されることとなった。すなわち、Arrtiva、　FirstGroup、　Stagecoachの3社である。1997年
には、この3社にバス事業が集約され、3社で53．3％のシェアを占めることとなった。
　しかしながら、バス事業の民営化は進んだが、民営化についての議論が収束したわけではない。と
くに注目すべきことは、労働党政府自らが必ずしも諸手を挙げて民営化を賛美したわけではない点で
ある。もちろん、政権の交代があり、保守党から「第3の道」を掲げるニューレイバーこと労働党へ
と政権が移ったが、両者の間に民営化に対する評価の違いが潜んではいたことを忘れるべきではない。
　たとえば、労働政権の下で公表された『交通白書』の結論の一部は興味深いものである12。すなわ
ち、ロンドン以外の地方の規制緩和は混乱を引き起こしただけの激変を経験し、接続め悪さや情報共
11その後バス運行の責任は、TfL（Transport　for　London）へと移行している。
12　DETR（Department　for　Environment，　Transport　and　the　Regions），A　IVew　Dealfわr　Transport：be　tter　for　eve　ryone，
July　1998，　Cm　3950．
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有化の遅れ、各社共通通し券への不参加などにより、サービスの低下を引き起こした、というのがそ
の理由である。また、規制緩和以降、バス利用の回数が減り、10億回分の運行が減らされたと見積も
られている。逆に規制が残ったロンドンではバス利用者が増加しているという興味深い事実を指摘し
ている。これらの指摘のうえで、この報告書は、規制緩和の効果やその良し悪しについての議論はイ
ギリスではすでに終わり、1990年代後半になると総合交通政策の一部分としてバス事業の議論が交わ
されているという認識を示している。つまり、民営化による料金のレベルや補助金の多寡、乗客数に
ついての議論だけではなく、バスと自家用車との競合をにらみつつ大気汚染や交通渋滞のもたらす事
態の是非についての議論にまで発展して展開されている。
3　「第3の道」の追求
3－1　「第3の道」
　民営化による公益の蚕食が確認されたとはいえ、それでは民営化に替わりうる仕組みが存在するの
か、公有化でもなく民営化でもない第3番目の方策があるのか、この点が次なる課題である。その回
答のひとつが、「第3の道」（The　Third　Way）であった。では「第3の道」とは何であるのか。
　提唱者であるギデンズによれば、「第3の道」とは、旧式の社会民主主義と新自由主義という2つの
道を超克する方途であり、「過去20～30年」の間に根本的な変化を遂げた世界に対して、社会民主主義
をあらためて適応させるために必要な考え方と政策立案のための枠組みである。そのために鍵となる
のが市民社会の再生である。彼によれば、この市民社会再生のために政府と市民社会との協力関係が
必要であるだけでなく、コミュニティの再生そのものには地域主導が求められるのであり、コミュニ
ティが「第3の道」の政治の拠り所となっている13。
　また、従前の福祉国家は、保護と管理を原動力とし、本質的に非民主主義であり、個人の自由への
配慮は不十分であって、社会的排除やシングルマザーなどの新しい社会問題にはまったく無力である
という。これらの問題を克服するために、個人および非政府組織が価値を創造する主役となる世界が
求められるのであり、これを「ポジティブ・ウェルフェア」とよび、これからの新しい福祉のあり方
であると主張している。新しい福祉が前提とする経済体制は、「第3の道」の政治が提唱する新しい混
合経済であり、その混合経済とは、公益を守りつつも市場を活用することによって公共セクターと民
間セクターとを結合させ相乗効果を得る仕組みである。
　では、この混合経済の接着剤は何であるのか。言い換えれば、公共セクターと民間セクターとを結
合させる触媒は何であるのか。コミュニティが「第3の道」の政治の拠り所であるとするギデンズの
認識にもとづけば、それはコミュニティの中に存在するはずである。政府と市民社会との協力関係を
13Anthony　Giddens，　The　Third　VVay：　The　Renewal　ofSocial　Democracy，　Polity　Press，1998．（佐和隆光訳『第三の道』日
　本経済新聞社、1999年。）
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築き、地域主導の下でコミュニティを再生させるためには、コミュニティの中で主導的な役割を果た
す主体が必要である。その主体こそがボランタリーコミュニティ（サードセクター）組織であった14。
　「第3の道」の政治が提唱する混合経済を実体化するうえで、公益、公共セクター、民間セクターそ
してサードセクターをどのように接合することができるのかが当然にも問われてしかるべきである。
旧式の社会民主主義と新自由主義という2つの道を超克し、「第3の道」を敷設するうえで、市民社会
の再生が重要な鍵となるとギデンズは述べるが、上記の疑問にこたえるためには、市民社会再生に向
けた市民社会との協力関係の構築、あるいは地域主導型のコミュニティ再生にあたって、政府がサー
ドセクターに求めた役割が何であったのかを検討する必要がある。
3－2　パートナーシップ
　労働党政府は1998年にボランタリー・コミュニティ・セクター（サードセクター）との協力協働関
係を宣言する政策文書「コンパクト」を公表した15。この文書の序文で内務大臣らは次のような声明
を明らかにしている。すなわち、「ボランタリー・コミュニティ・セクターは、国家や市場とともに、
第3番目のセクターとして社会で重要な枠割を担っている。ボランティアの参加やサービスの提供、
支援を通じて、ボランタリー・コミュニティ・セクターはコミュニティや市民生活に計り知れないほ
どの大きな貢献をしている。このコンパクトは、政府とボランタリー・コミュニティ・セクターとの
問に形成されるパートナーシップに新たなアプローチを築き上げることを目的としている。これまで
にない改善された関係性を創り上げるための枠組みである」、と。
　この宣言は、公共セクターと民間セクターとによって、言い換えれば国家と市場とによって、社会
サービスを提供してきたそれまでのあり方を批判するとともに、単なる批判にとどまることなく、こ
の2つのセクターにサードセクター概念を挿入することによって新たな社会経済のあり方を提示し、
公共セクターと民間セクターのみに依拠した従来の福祉国家に替わる新たな枠組みを提示しようとし
ている。
　この認識を前提として、労働政権は、その後、重要な施策を実施し、あるいは考え方を矢継ぎ早に
表明していく。第1が、2000年に改正された地方自治法のもとで明示された地域戦略パートナーシッ
プ（Local　Strategic　Partnership：LSP）である16。第2が2002年に公表された財務省のレビューであ
る17。レビューの目的は、公共セクターがボランタリー・コミュニティ・セクターとの問に新たなパー
トナーシップを構築するための方策を考えることにあった。第3が、内閣府戦略局による公益概念の
14　「第3の道」に対する批判に後日応えているが、そのなかでギデンズは、「サードセクターのグループは、公共サービ
　ス提供の責任ある担い手として、ひとつの選択肢になる」と述べている。Anthony　Giddens，　The　Third物伽ゴ爵
　Critics，　Polity　Press．（今枝・干川訳『第三の道とその批判』晃洋書房、2003年。）
15　Home　Office（Compact　Working　Group），Compact－worleing　together　better　together，　Compacton　Relations　between
and　the　Voluntary　and　Community　Sector　in　England，1998．
16　0ffice　of　the　Deputy　Prime　Minister，　Local　Strategic　Partnerships’　ShaPing　theirfuture（a　consultation　paper），　2005，
17　H．M．　Treasury，　The　Role　Of　the　l／bluntary　and　Community　Sector　in　Service　［）elivery，　A　Cross　Cutting　Review，　2002．
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見直しである。首相直轄の戦略局を中心として、公益概念を見直し、サードセクターのありようを整
理し、それに対応する法律の整備を図ることを目的としていた18。これらの作業を前提として最終的
に到達した「第3の道」の中心が、チャリティ法の改正（公益概念の拡大）と会社法のコミュニティ
利益会社規定（社会的企業の支援策）、そしてサードセクター局の設置であったと考えることができる。
　第1のLSPは、2000年の地方自治法改正に基づき、中央政府は、2001年から各地方自治体に地域再
生事業のためのパートナーシップの締結を求めただけでなく、とくに荒廃の激しい88の地域における
パートナーシップ支援のために直接補助金を交付した。LSPの目的は、公共サービスの統合的な提供
のためのパートナーシップを利害関係者間で地域ごとに積み上げることであった。つまり、公共サー
ビスであるから公共セクターが担えばいいという発想ではなく、様々なステークホルダーが協力協働
することによって効率的に公共サービスを提供するとともに、公共サービスの担い手として重要な役
割を担ってきたボランタリー・コミュニティ組織を組み込んだLSPに主導権を渡そうとする考えで
あった。再度言い換えれば、中央政府は、公益の担い手としてのサードセクターの存在意義を確認し、
そのリーダーシップに期待を寄せたのである。もちろんここには、官僚主義的画一的で非効率な社会
サービスの提供に対する反省と、肥大化した公共セクターの見直しの思いが込められていたことはい
うまでもない。ただし、サードセクター組織の多様性や規模の小ささなどにより、現実的にはLSPの
運営が行政主導となりがちであり、その限界をどのように克服できるかが課題となっていた点は別途
考察しなければならない19。
3－3　公共サービスと契約
　ボランタリー・コミュニティ・セクターを活用して効率的なサービス提供の仕組みをつくるのはい
いとして、その際に政府はどのような役割を果たすことになるのかが当然にも問題となる。この課題
に応えて、ボランタリー・コミュニティ・セクターとのパートナーシップ形成において政府が果たす
べき役割を明確にしたのが、財務省のレビューであった。2002年に、『ボランタリー・コミュニティ・
セクターのサービス提供における役割：横断的評価』と題する報告書が財務省から発表された。この
報告書は、各省庁横断的にボランタリー・コミュニティ・セクターを評価することを目的として分析
作業がすすめられたが、その結論は明快であった。すなわち、2006年4月までの完全実施を求めた42
項目の勧告がすべて実施されたとするならば、ボランタリー・コミュニティ組織は公共サービスを公
正に提供し、利用者や受益者にとっての便益を最大限にすることができると評価している。ただし、
この『横断的評価』は、勧告の実施にあたって最大の障害となるのが、政府関係者の無理解にあると
断じている。そのために、ボランタリー・コミュニティ・セクターと連携して協働できる政府側スタッ
18　　Cabinet　Office　（Strategy　Unit），Private　Action，　Public　Benefit：AReview　Of　Cha「ities　and　the　Wide「No　t一ノb74）7（乖’t
Sector，2002．
19　西村万里子「地域再生政策とローカル・パートナーシップ」、塚本・柳沢・山岸編著『イギリス非営利セクターの挑
　戦』ミネルヴァ書房、2007年、所収。
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フの育成を通じて、どれだけ高品質のサービス提供に関与できるかが鍵となる。このようにして、『横
断的評価』は、政府がボランタリー・コミュニティ・セクターとの新たなパートナーシップを構築し、
彼らの力を借りて新たな理念に挑戦し、社会政策の前進を図ることを目標としたのである。この目的
を達成するために、検討すべき事柄を、4項目掲げている。すなわち、①ボランタリー・セクターの
マッピング、②ボランタリー・セクターと公共セクターとのパートナーシップの模範事例、③ボラン
タリー・セクターとの協働やパートナーシップ形成に公共セクターを向かわせる誘導、④ボランタ
リー・セクターと公共セクターとのパートナーシップ形成上の困難克服のために政府が援助できる方
法の確立である。
　とはいえ、支援のために一方的に補助金をつぎ込むという垂れ流し状態では、大きな政府の再現で
あり、またボランタリー・コミュニティ・セクターの国民生活における存在意義をこれまで以上に高
めることはできないという認識が底流にあったことは間違いない。したがって、ボランタリー・コミュ
ニティ・セクターへの資金の供給が補助金ではなく契約に転換されるべきであり、長期契約などの安
定的関係の構築と資金供給方法の簡素化などが求められると同報告書は述べるのである。補助金から
契約への転換は当然にも議論を呼ぶところである。公共サービスの市場化となるからである。言い換
えるならば、公益を競争原理にさらすことであり、民営化とどこが違うのか、という議論と結びつく
からである。たしかに公共サービスを提供してきた側から見ればアウトソーシングであり、民営化で
あるが、問題はそれを市場が受け止めることができるか否かである。つまり、アウトソーシングであ
るとはいえ、営利事業として成立させるには壁が高いのである。営利事業として展開できるのであれ
ばとうに民間企業の参入があり、市場が成立していたはずのサービス分野である。それがなかった以
上、アウトソーシングではあっても、直ちに受け皿が存在するとまでいえない。もちろん、契約化に
よってある種の市場が成立する可能性があることまでも否定することはできない。
　では、アウトソーシングの受け皿となりうるのはどのような組織なのか。さまざまな点で、従来型
のボランタリー組織ではこの受け皿になりがたい。したがって、資金の受け皿となり、公共サービス
の提供者となるにふさわしい存在として社会的企業に白羽の矢が立ったのも当然であった。なぜな
ら、『横断的評価』のためにワーキンググルー・一プが行った事例研究によれば、社会的企業は企業家的リー
ダーシップを発揮して公共サービス提供の担い手となっているだけでなく、社会的排除に直面するさ
まざまなグループに対して、例えば職業訓練を実施し雇用機会を創り出していることが分かったから
である。つまり、財務省が中心となって行った『横断的評価』は、補助金に頼り続けるボランタリー
組織ではなく、ソーシャル・ケアなどの公共サービスを自主的自立的に提供し続けることができる新
たな組織形態としての社会的企業に注目したのである。また、貿易産業省内に設けられていた社会的
企業課が社会的企業に関する研究を実施し、同時期に、『社会的企業一成功への戦略一』と題する報告
書を取りまとめていたことも忘れてはならない20。
20　The　Department　of　Trade　and　Industry，　Social　Enterpプise一4　Strateg．〃br　Succe∬，2002．
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3－4　公益とサードセクター
　このようにしてボランタリー・コミュニティ・セクターに対する政府の支援が正当化されたが、支
援のためにはボランタリー・コミュニティ組織が多様にすぎ、セクターとしての輪郭があいまいにす
ぎるという問題が残っていた。この問題を解決し、それに対応した制度づくりのために長い伝統を誇
るチャリティの見直し作業がすすめられた。この作業の中心となったのが、内閣府に設置された首相
直轄の戦略課であった。官民双方の代表10名からなる作業チームが組織され、『横断的評価』と同時期
の2002年に『民間の活動と公益』と題する報告書をまとめ上げた。
　報告書ではまず、セクターについての検討から始めている。このセクターはボランタリー・コミュ
ニティ・セクターと呼ぶには広すぎるため、「チャリティならびに利益を追求しない（非営利）セクター」
（Charities　and　wider　not－for－profit　sector）と呼ぶのがふさわしいとしている21。この「チャリティ非
営利セクター」は公益を担うセクターとして存在していると認識されてはいるが、あらためて今日に
おける公益とは何かを問い直す作業が行われている。これまでの長い間、公益を構成するものとして
4つの領域が設定されていた。しかし、作業チームの検討の結果、公益は10の領域に拡大された。す
なわち、貧困の予防救済、教育の奨励、宗教の勧め、健康の増進、社会およびコミュニティの進歩、
芸術文化・文化遺産の尊重、アマチュアスポーッの奨励、人権擁i護・紛争解決の促進、環境保護、そ
の他コミュニティに有益な目的の10領域がそれである。言い換えれば、これらの公益に貢献するセク
ターが「チャリティ非営利セクター」なのである。
　同報告書によれば、「チャリティ非営利セクター」は、チャリティやコミュニティ・グループ、ボラ
ンタリー組織、社会的企業、協同組合、共済などの様々な組織から構成される包括的な領域であり、
この領域のいずれの組織も社会的目的を追求し、外部のステークホルダーには保有資産を分配しない
という点で共通している。しかしながら、上記のごとく、実に多様な組織から構成されるセクターで
あり、一定の分類なしに制度的な対応はむずかしいとして、報告書はこのセクターを3つの範疇に括
り直し、それら3類型に対応する制度の確立を求めている。3つの範疇とは、社会的企業、協同組合、
そしてチャリティである。また制度の確立とは、具体的には、これらの3分類に対応する法律の制定
ないしは改正であった。つまり、第1が社会的企業を支援するための法律の制定である。第2が協同
組合にかかわる法律の改正である。そして第3がチャリティのあり方にかかわる法律の改正であっ
た。
　まず、社会的企業に対しては会社法の改正に基づく「コミュニティ利益会社」規則の制定を求めた。
社会的企業を支援することを目的として、会社資産の非分配原則（アセットロック）や配当制限（キャッ
プ制）、公益性確認のためのコミュニティ・インタレスト・テスト、適用外企業などの新しい概念を組
み込んだ規則を制定したのが2005年のことであった。第2の協同組合については産業共済組合法の改
21　なお、この報告書では、サードセクターが何を指すのか必ずしも定かではないとして、この言葉を使うことを避け
　ている。たとえば、サードセクターの中には収益を上げている組織もあり、まだ「利益を追求しない」セクターの方が
　ましであるとしている。
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正を求めた。コミュニティの利益に貢献する事業組織が従来の産業共済組合法の下で法人登記するこ
とはあまりなく、法の規定が時代遅れとなっていたことがその理由であった。2003年以降、従来の規
定にあった「真正の協同組合」概念のほかに、コミュニティ利益組合という概念を設け、会社として
登記できない各種協同組合がコミュニティの利益にかなう事業を営む場合に適用されることになっ
た。
　第3のチャリティ法の改正の目的は、持続可能なサービスの担い手として確固たる存在とすべく、
チャリティ組織に社会サービス提供の責務を自覚させることにあった。換言すれば、法律の改正に
よって持続的に公益に貢献するためのチャリティへの衣替えを迫ったのである。国民の善意や自発性
のみに頼ることをなく、社会サービス提供の任務を果たす責任を自覚させること、ステークホルダー
への説明責任の意識を持たせること、資源の動員や資産管理に対する責任の自覚を持たせることなど
によって、持続的な社会貢献を可能とする組織に組み替えることが法改正の目的であった。最終的に
は2006年11月に国王の裁可を経てチャリティ法の改正がなされた。
　このようにして、公益を担うさまざまな社会組織を3つの範疇に再編したうえで、これらが持続的
に社会貢献していくうえで必要な条件を整備するために法律の制定ないしは改正がなされたのであ
る。このように捉えることが可能ならば、2006年5月に内閣府にサードセクター局が設置されたこと
の意味も明らかとなる。「チャリティ非営利セクター」を担う組織を社会的企業、コミュニティ利益協
同組合、チャリティの3つに分類し、それらを支えるための法的な枠組みを用意したうえで、総合的
に支援するための機関としてサードセクター局を内閣府に設置したのであるから、ここに「第3の道」
を追求する態勢が整ったとみることができる22。
　以上の考察を踏まえて、以下では、公益を担う社会的企業の例について検討を加える。
4　社会的排除との闘い
4－1　ハックニー・コミュニティ・トランスポート（HCT）
　民営化によって公共交通から遮断されてしまった人々はたしかに存在する。高齢者や心身に障碍を
もつ人々である。社会的排除と呼ばれる現象のひとつである。この問題を克服しようと立ち上がった
人々の試みについて検討を加えておきたい。対象とするのはロンドンのイーストエンドに拠点を置く
ハックニー・コミュニティ・トランスポート（HCT：Hackney　Community　Transport）である。
　HCTは1982年に設立され、はじめて都市型コミュニティ交通サービスを提供したチャリティであ
る。HCTのパンフレットによれば、何らかの理由によって主要な公共交通にアクセスできない人々
に対して輸送サービスを提供することを目的としている23。HCTの目的は次のように述べられてい
22　2010年に労働党から保守党と民主党の連立に政権が移ったことに伴って、サードセクター局は市民社会局（The
　Office　for　Civil　Society）に名称変更がなされている。
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る。「社会的目的と並んで、会社の目的は持続可能なサードセクター組織を発展させ、質の高い公共
サービスの提供のみならず、地元での雇用機会と職業訓練の機会を提供することである。」（同パンフ
レット）
　また、社会的に必要な対策を施すための資金を確保するうえで利益を得ることを目的とした商業契
約の利用は何も目新しいことではないとの考えの下に、「公開入札において公共サービス契約を引き
受け、競争を通じて得られる以上の高い質のサービスを提供し、剰余を確保したうえで、それをロン
ドン東部の輸送サービスと職業訓練に投下する」必要性を訴えている。とくにサービスの質を重視し、
質の高いサービスを提供できれば成長も確保でき、それによって剰余も発生するのであり、そうした
ビジネスモデルこそが持続可能性だと考えられている。
　HCTはサービスの質と平等主義と利用者の参加を重視し、それが会社発展のカギであると考えて
いる。そのいわば「社是」に基づいた事業活動が社会から評価されたと自負している。たとえば、
2004年の社会的企業全国優秀賞（National　Social　Enterprise　Award）を受賞した。この賞は社会的企
業のアドボカシー組織である社会的企業連合Social　Enterprise　Coalitionや貿易産業省小企業局、ナ
ショナルウェストミンスター銀行などが後援者となって組織したEnterprising　Solutions　04が決定し
たものである。HCTが全国最良の社会的コミュニティ企業として評価されたと同時に、社会の変革
に情熱をもつ想像力に富んだ起業家精神あふれる持続可能なビジネスとして認知されたと自己評価し
ている。また、フィナンシャルタイムズ紙は過去3年間でもっとも急速な成長を遂げた全英100社の
中のひとつに数え上げている24。
4－2　HCTのガバナンス
　HCTはこれらの目的を達成するために図にみるような組織構造をとっている。　HCTはチャリティ
として登録されているため収益事業を営むことができない。したがって、HCTを財政的に支援する
ための収益事業として完全子会社を立ち上げた。それがコミュニティ・トランスポート・プラス（以下、
CTプラスと略す。）である。　CTプラスは株式会社として登録されている。ここでの収益はHCTに
全面的に還流されている。これはイギリスで一般的な方式だとされ、たとえば、長年慈善事業を展開
してきたOxfamもこのやり方をとっている。
　ガバナンスのための経営委員会があり、13名の委員が任命されている。そのうちの7人が利用者に
よって選ばれている。利用者は3つのグループに分類されている。グループ輸送サービス、ドアッウ
ドア（プラスバス）サービス、路線バスサービスであり、利用者集団のなかから、それぞれ2名、4
23　Hackney　Community　Transport，　HCT－A　SociatEnterPrise　（発行年不詳。しかしこのパンフレットの中には2004年
　10月の記述があり、それ以降の発行であろうと推測される。）ロンドン・ハックニー区はイーストエンドと呼ばれるロ
　ンドン中心部から北東部にある。2001年の人口統計では白人が約60％、黒人が約25％、アジア系が約10％の構成となっ
　ている。必ずしも富裕層が住む地域とはいえないが、2012年のロンドンオリンピックに伴う再開発が進むと考えられ
　ている。
24　EnterPrise　Solutions　04：The　1＞dtional　Social　EnterPrise．Award，　Social　Enterprise　Magazine、2004，
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資料出所：HCTパンフレット。
名、1名の役員が選ばれている。とくに興味深いのはロンドン市交通局から入札で勝ち取った路線バ
スの利用者からの代表が役員として1名入っていることである。
　そしてさらに興味深いのはこの7名が他の6名の役員を選び出すのである。もちろん誰でもいいと
いうわけではなく、チャリティやコミュニティ活動に携わり造詣の深い人々から他の6名が選び出さ
れるのである。2005年の時点で選び出されていたのは、弁護士1名、会計士1名、大学教授など交通
の専門家2名であり、いずれも20年以上何らかの形でHCTに係わっているので誰が何をしているの
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かが理解されたうえで選ばれている。残りの2名はチャリティおよびCTプラスの運営に携わってい
る代表者である。この彼らがHCTの代表執行役員に対して日常業務の委任を行う。他方、　CTプラ
スには8名の理事がいる。そのうちの4名がHCTの役員をかねている25。
4－3　HCTの事業内容
　HCTの具体的な業務はバス輸送サービスと職業訓練である26。第1のバス輸送サービスには2種
類ある。ひとつがCTプラスの行っている自治体との契約に基づくスクールバスの運行とロンドン市
交通局からの業務委託による路線バスの運行である。もうひとつがチャリティとして住民に各種バス
輸送サービスを行うことである。
　スクールバスの運行は、ロンドンのウォルサムフォレスト区との契約により区内の各種教育施設へ
学童を送り迎えするサービスである。業務契約に基づいて2004年からこのサービスが開始された。35
人の運転手、82人のアシスタントと37台の車両によって約400人の生徒の送り迎えをしている（2007
年）。もうひとつの路線バスは競争入札に勝ってロンドン市交通局から業務を受託したものであり、
3路線がある。最初は2001年2月からサービスが開始された153番路線であり、次いで2003年1月か
らの394番路線、そして2003年3月からの388番路線である。388番のバスだけで年間利用者は180万人
にのぼると見られている。完全に商業ベースのサービス提供である。
　第2に分類されるサービスが慈善事業であり、そのうちのひとつがプラスバスPlusBusと名づけら
れた低床式ミニバスを利用した地元密着型固定ルートでのバスサービスである27。これはハック
ニー、イズリントン、カムデンの3区のみで運行されるものであり、主要な公共交通へのアクセスが
困難な人々に対して、病院や店舗、デイケアセンターなどへの輸送サービスを提供する慈善事業であ
25　HCTの代表（Chief　Executive）であるダイ・パウエル（Dai　Powell）と運行責任者（Chief　Operations　Officer）のジョ
　ン・マッコル（Jon　McColl）は、ともに労働組合の元活動家であり、公共交通から排除された人々へのサービスを提供
　するべく、1982年の設立当初から、HCTを一から立ち上げた人物である。　HCTとCTプラスには合わせて300人を超
　える有給の雇用労働者と50名ほどのボランティアが所属しており、有給労働者の約3分の2がフルタイム雇用である
　（2007年現在）。ボランティアの仕事はドアッウドア業務の運転手である。ボランティアの調整は訓練部が担当してい
　る。その理由は単なるボランティアとしてのサービス提供者にとどまるのではなく、正規の職業訓練を経て、やがて
　は雇用労働者になっていくことが予定されているからである。
　　HCTとCTプラスで働く従業員のうち運輸一般労働組合TGWU（合併前）と一般都市労働組合GMBの組合員と
　なっている者がいるが、労使紛争になるような事態は生じていない。一般にはHCTの労働条件は決して低くなく、
　例えば残業に関しても、残業割り増しを上げるという方向ではなく、残業を減らして代わりに時間給を上げるという
　方針の下で対処している。団体交渉は年に1回行なわれているとのことであるが、非公式の労使協議の方が重視され
　ていて、2ヶ月に1回くらいの割合で協議がもたれている。主たる協議事項は運転手のローテーションについての調
　整である。
　　賃金水準は同業他社並みであるが、HCTで働くことには金銭に換算できないような内面的な報酬が含まれており、
　総合的にみた場合にはHCTの方が恵まれているとされている。求職者すべてが必ずしもHCTの理念に賛同して入
　社してくるわけではない。しかし、失業者に対して職業訓練がなされ、資格を得た段階であらためて入社してくるの
　であり、このプロセスを通じて次第にHCTの哲学になじんでくるという。また、社会的公正を前面に出し、社会的企
　業に賛同する専門的経営者の募集を行なっている。
26　以下の記述は主に次の資料による。HCT，　UCT　News　lssue　Oフze　2005．
27　HTC，　PlusBus：Hail－and－Ride　Service（パンフレット：発行年不詳）。
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る28。なお、HCTが出しているプラスバスに関するパンフレットによれば、「Hail－and－Ride」サービス
とは固定ルート、定時のバス輸送サービスであるが、ルート上ならば合図すれば乗り降り自由であり、
行き先も人々の生活に密着した場所である。すなわち、コミュニティセンターや病院等健康関連サー
ビス、大手のスーパーマーケット、大通りにある店舗、レクリエーションセンター、繁華街などであ
る。商業用の路線バスサービスを利用できない人々へのサービスである。ただし、このシステムを利
用するには会員にならなければならない。年会費は1ポンドである。会員証を提示すれば無料でサー
ビスを利用できる。のみならず移動に付き添う介護者や友人も利用できる。会員申込書をHCTに送
付して1ポンドを支払えぱ、1年間無料で利用できる。
　もうひとつの慈善事業がドアッウドアのバス輸送サービスである。これも会員制が敷かれている。
とくに乗り降りに介助が必要な場合に利用されるサービスである。ただし利用は無料ではない。若干
の利用料がかかる。しかし最小限の料金に抑えるために運転手と介助者にはボランティアが充当され
る。とくに後述の職業訓練の一環として、訓練受講者がこのサービスを担当している。受講者にこの
課程を課しているのは、単にコストを低く抑えるという以上に、受講者にとってはかりしれないほど
の職業訓練になっているというHCTの考えによる。第3のサービスがハックニーとイズリントンに
あるボランタリー・コミュニティ組織が必要とするグループ輸送サービスである。これも有料である
が低い水準に抑えられている。
　第2の業務は職業訓練である。そのためのセクションとして職業訓練ユニット（Training　Unit）が
設けられている。失業者に対して職業訓練を施し、貧困や社会的排除などの問題からの救済が目的で
ある。この目的を果たすために公認の訓練プログラムをもっている。また、職業訓練とはいっても多
様な訓練ではなく、HCTや他のバス会社で働けるようにするための訓練プログラムである。たとえ
ばバス産業で女性が働けるようになるためのプログラムがあり、ロンドン市交通局および
Stagecoach、　FirstBusなどの民営交通会社とのパートナーシップを結んで女性に訓練を施している。
8週間の訓練プログラムの間に2週間の試用配属をして能力を試すということを行っている。このほ
28　ロンドン・カムデン区は1965年にハムステッド、セントパンクラス、ホルボーンが合併してできた区であり、ロンド
　ンの中心にきわめて近いところにある。社会的企業連合Social　Enterprise　Coalitionが発行したパンフレットによれ
　ば、このカムデン区でHCTは3種類のサービスを提供している。プラスバスHail－and－Ride、　ScootAbility、職業訓練
　である。プラスバスと職業訓練については前にみた通りである。ScootAbilityとは何らかの理由で外出が叶わず公共
　交通サービスへのアクセが困難な人々に移動用スクーター（電動4輪車）を区役所が貸し付けるというサービスであ
　る。
　　カムデン区役所とパートナーシップを結んでこれらのサービスを提供できている背景にはHCTに対する評価があ
　る。たとえば、ロンドン市交通局と契約している路線バスのサービス水準は、常に、ロンドン市中の路線バス運営会
　社の中の上位3社にランキングされているだけでなく、それを可能としているバックグラウンドがコミュニティの支
　援であるという認識である。つまり、これらのサービスには利用者のフォーラムが用意され、ボトムアップ型の意思
　決定やガバナンスが地域指向の視点を確保するうえで有効であり、こうした点が、リーズや北ウェールズなど、遠く
　離れた他地域での入札にも反映されていると評価している。
　　HCTが地方行政からそれなりの信頼を得ているのは、1982年から現在まで20年以上にもわたって、障碍を抱えた
　人々や社会的弱者とともに協同し、利用者の立場に立ったサービスに腐心してきたという「付加価値」が評価されて
　のことである。そのことが今度は対応に困った行政をサポートする主体へと転換しはじめてさえいるのである。A
　Guide　to　Procuring　from　Social　EnterPrises－Mo　re　for　Your　Money，　Social　Enterprise　Coalition，（発行年不詳）。
一　259　一
49簑’蒔2口　2011　3
かにも、バス運転手の訓練、乗客介助を通じたソーシャルケアの経歴を積み重ねる訓練、ミニバス運
転手としての各種訓練、道路運送業務管理者としての訓練などが用意されている。HCTが社会的排
除者の労働市場への統合という社会的企業がもっとも典型的に現れる領域での活動を展開しているこ
とがよく分かる。
　他方、輸送ユニットという組織が設けられ、顧客からの問い合わせや予約に対応している。このユ
ニットは、第1に、予約センター（Transport　Co－ordination　Centre）を運営している。もうひとつが、
ロンドン市交通局の支援を受けて行っているキャピタルコール（Capital　Call）と命名されたサービス
を展開している。公共交通にアクセスできない人々向けにドアッウドアのミニキャブによる輸送サー
ビスで、ロンドンの10区でそのサービスを提供している。また、車両のメンテナンスを行いサービス
の充実を図る目的でエンジニアリング部が設けられ、10人の技術陣が補修にあたっている。
　前述のHTC－A　Social　Ente　rPriseによれば、売り上げ額が1，100万ポンドあり、その90％が公開入札
による収入である。7年間の平均成長率が年率で35％であり、1993年には12人の雇用でしかなかった
のが、2005年の時点で330人の従業員にまで拡大している。400ものボランタリー・コミュニティ組織
が会員となっている。2004年1年間で150人の失業者がバス運転手としての職業訓練を受け、そのう
ちの78％が職を得ている。同じく2004年には15．000件のキャピタルコールがあり、195，000件の教育
施設への移動、プラスバスは25万件、300万人の路線バス利用者があった29。
5　公益を支えるネットワーク
　今日のイギリスでは、民営化により公共交通から遮断されてしまった様々な社会的排除者へのサー
ビス提供やサポートのためのコミュニティ交通（community　transport）網が他国に例をみないほどの
発達を遂げている。このような多岐にわたる多様なサービスを展開するコミュニティ交通のネット
ワークを束ねる全国組織としてCommunity　Transport　Association　UK（以下CTAと略す）がある30。
　CTAは会員組織であり、2008年の段階で、1，300余あ団体が加盟している。機関紙として隔月に発
行されるCTA　Journal（旧Community　7’zα麗ρ07’）は4，000部が会員に配付されている。　CTAの法人
格はチャリティでもあり保証有限会社でもあるが、チャリティとしては認められない収益事業を展開
するために、子会社としてCTA通商有限会社（CTA　Trading　Limited）を抱えている。2007／8報告
29小稿を校正する段階（2010年12月）までにわかったことは、現在、これらの数字をはるかに上回る規模で事業の展開
　がなされていることであった。たとえば、有給で働く人々の数が750名となっている。また、経営困難になったコミュ
　ニティ・トランスポートや優良な小規模企業の吸収合併などにより、ロンドンだけでなく、ヨークシャーでも事業を
　拡大展開している。この間の「成長」に関する分析は別の機会に譲ることとする。
30　以下の記述は、とくに断らないかぎり、次の資料等によった。
　　Plunkett　Foundation　and　Community　Transport　Association，　Enterprising　Approaches　to　Rural　Community
　Transport：Research　Report　and　Outline　Development　Programme，2006．　Community　Transport　Association，　CTA
　Annecal　Review　and　ImPact　Rel）ort　2007／8，2008．
　　なお、2008年11月27日にCTAロンドン事務所にて実施した本研究費によるヒアリング調査結果も参考としている。
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書では、CTAは自らをサードセクター組織の支援組織であると明言している。支援の内容は、会員
の声を代弁して法整備や政策に反映させることと、会員の活動を強化するために種々の環境整備を図
ることである。また、きわめて興味深いことであるが、社会変革（social　change）を自らのミッション
として宣言し、社会的排除と不公正のない社会を目指すことをうたっている。
　CTAの運営は執行役員会（Executive　Committee）による。執行役員会は24名の役員から構成され
るが、彼らの身分は、チャリティ法の下では理事（trustee）であり、会社法の下では取締役（director）
となる。彼らの任期は3年であり、議長、収入役、副議長が毎年改選されることになっている。2008
年の議長は、HCTの代表者でもあるダイ・パウエル氏が務めている。　CTAの本部はマンチェスター
郊外のハイド（チェシャー）に置かれ、ロンドンをはじめとして、北アイルランド、スコットランド、
南ウェールズ、中北部ウェールズにそれぞれ事務所が配置されている。興味深いことに、ロンドンを
除くと、これらの事務所は大都市部にはなく、地方都市に置かれている。農村部や小規模な町のコミュ
ニティ交通の担い手の支援団体たる所以でもある。逆にいえば、この事実は、民営化によって非採算
路線として切り捨てられてきた公共交通の陥穽を埋める存在としてコミュニティ交通があることを如
実に物語っている。
　コミュニティ交通のカテゴリーとしてCTAが想定しているのは、ミニバスの運行、収益事業とし
てのコミュニティ交通への参入、鉄道事業への参入、ドアツウドアの輸送サービス、カーシェアリン
グ・カープール組織の運営であり、傘下の個々の団体は採算性を重視する社会的企業志向アプローチ
を採用している点に特徴がある。サードセクター組織は採算性を重視するとはいえ、チャリティ法人
の場合は営利事業が認められていないのであり、その場合は、HCTのCTプラスのように、チャリティ
とは別法人格の子会社を設立し、その利益をチャリティ組織に還流させ、地域社会に貢献させるとい
う手法が主に採られる。しかしながら、CIC規則施行後間もない2006年調査では、コミュニティ交通
を担う団体の半数以上が保証有限会社（54％）であり、4分の1（24％）が法人としての登記を行っ
ていなかった。21％が産業共済組合として登記している。
　CTAに加盟する1，339団体では有給・無給合わせて4，000人の人々が働いている（2006年）。働く者
のほとんどがボランティアであるとしている31。これらの人々が提供するサービスの利用者は、多く
が高齢者、障碍者、コミュニティ・グループであり、その数は月間29万人、年間、実に約350万人にの
ぼる。サービスの利用はほとんどが有料である。有料であるとはいっても、そこには国や地方自治体
から何らかの助成がなされている場合が多く、純粋に市場価格ベースでの料金設定となっているケー
スは少ない。加盟団体全体の年収は1，100万ポンド、1団体平均11万ポンドとされている（2006年）。
その内の50％が何らかの補助金・寄付金であり、39％が商業活動からの収入（29％が料金収入で、19％
31ただし、HCTなどのように、規模の大きなコミュニティ・トランスポートでは有給の労働者が数多く働いている場
　合もあり、ほとんどがボランティアであると言えるのは地方の小規模な町の場合である。さらに言えば、失業問題の
　解決のために積極的にコミュニティ・トランスポートを活用することの方が多くなり、HCTにみられるように、有給
　労働者によって専門的なサービス提供に転換しているのが現状である。この点の考察は別の機会に譲る。
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が契約業務からの収入）であるが、調査に回答した団体の25％が収入の半分を商業活動から得ている
としている。
　CTAの2006年調査によれば、補助金にのみ頼って、しかも社会的企業と銘打って生き残ろうとし
ている事例はまったくなく、多くが有料の料金収入で事業を継続できる状態にある。しかしながら、
農村をはじめとする地方では高額の料金設定がむずかしく、収益という点からみれば困難を抱えてい
る。また、この調査では、都市に比べ農村部の方がボランティアへの依存度が高く、ボランティアの
活用では優位にある。
　この調査は次のように結論付けている。すなわち、コミュニティ交通を担う主体の多くが社会的企
業アプローチを採用していて、ボランタリー組織と企業アプローチとを結び付けるという点で独特な
特徴を持っていた。ただし、社会的企業アプローチを採る場合の障壁が2つあり、そのひとつがボラ
ンタリー組織として持っているそもそもの組織文化や態度であるとしている。ここには、社会的企業
とボランタリー組織との問に内在する相克を見てとることができる。つまり、伝統的なボランタリー一・
組織には、事業を存続可能なものとする利益の確保は邪道であり忌避すべきものという文化が色濃く
残っている場合があるとされているからである。さらに第2に、経営能力の問題、すなわち知識、経
験、許認可手続きの習熟、公共セクターでの調達能力などの問題があると指摘されている。しかしな
がら、経営上の技術的な問題は決定的な成功要因ではなく、成功の鍵はいかにパートナーシップを形
成できるかにあるとしている。
　CTAが行うミニバス運転者訓練プログラム（Minibus　Driver　Awareness　Scheme：MiDAS）を受講
した者は、2007年度、全国で3万1千人にのぼり、すでにMiDAS資格を取得している運転手は延べ
6万6，601人にも達している。MiDAS訓練プログラムに賛同してその会員となっている団体は3，318
あり、ボランティア等に対して恒常的に訓練プログラムの受講を促している。サービスの質を問い、
高い水準のサービス提供の維持を念頭に置く訓練プログラムを自ら持つことは、社会的企業として事
業展開する意識の高さを想起させる。公共セクターがニーズの質量を問うことなく実施する画一的な
サービスの限界を超える試みとして高い評価を得ることになる事例である。
　CTAは戦略的課題として5つの目標を掲げている。第1が社会変革であり、社会変革へ向けた会
員の政治的力量の強化が第2である。それを実現するために、第3の課題として、持続可能な企業ア
プローチを掲げている。企業化を促進するために提起される第4の課題が学習である。そして学習を
通じて組織内部を改良するために、有効1生が第5の戦略課題として掲げられている。
　農村部における数人規模での地域密着型コミュニティ交通から、ロンドン市交通局の路線バス運営
を落札し商業ベースで運営する部門すら抱えるHCTなどのような数百人規模のコミュニティ交通ま
で、実に多様なコミュニティ交通サービスがイギリス全土で展開されている。CTAは、これらの団
体を束ねる全国組織であるだけでなく、社会的排除のない社会、不公正のない社会を確立するために
社会を変革することを自らの使命としている。全国組織が単なる題目にはとどまらない社会変革を自
ら宣言することは特筆すべき事柄である。その意味では、社会変革を実現するうえで実行部隊となる
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であろうCTA傘下の個々のコミュニティ交通の事業内容や社会貢献のあり方についての調査研究が
一層深められる必要がある。
6　むすび
　イギリスでは、地域社会に貢献すること、社会的排除と闘うこと、しかも持続可能な事業を展開し
社会に寄与することを主眼とした組織が大幅に増えているとの認識が、2000年代に入ってから急速に
広まった32。貿易産業省に設置されていた社会的企業ユニットは、2005年7月に、社会的企業とみな
すことができ、なおかつ法人格を持っている事業組織が、約1万5千社にのぼるとの調査結果を発表
した33。この社会的企業ユニットと、内務省に設置され政策提言を担当していたコミュニティ活性化
局とが、2006年5月に統合され、すでに指摘してあるように、新たに内閣府にサードセクター局OTS
が設置された。その意味はいくつかあるが、省庁横断的に、言い換えれば、官僚組織がもつ縦割り既
得権益を超えて、サードセクターを活用しようとするところに、OTS設置の最大の意義がある。逆の
言い方をすれば、このような措置を講じないかぎり、イギリス社会に未来はないとする認識の大きさ
である。再度言い換えれば、民間セクター（営利セクター）と公共セクター（非営利セクター）との
二元論で社会経済を捉えることの限界を、イギリスの政治が自認したことの現れである。
　たしかに、公共セクターが実施する画一的な社会サービスのあり方に限界を感じるとともに、営利
目的で社会サービスの提供を推し進めることの無理を認識した人々の手によって、草の根の活動がい
たるところで自発的に展開され始めていた。それらこそが、後に、社会的企業とカテゴライズされる
事業組織であった。だがしかし、今世紀に入るまでのイギリスにはサードセクターや社会的企業とい
う概念は存在していなかったのであり、この点で、社会的企業ユニットやサードセクター局の設置を
推し進めただけでなく、従来のボランタリー組織やチャリティのあり方をも見直しの対象としたこの
10年間の労働党政権の先進性は高く評価できる。とはいえ、「第3の道」を追求した結果としてのサー
ドセクターの重視ではあったにせよ、民間セクターや公共セクターとの共存なしには新たな社会経済
システムを構築できないことも他方での事実であり、これら3つのセクターの棲み分けや協力協同関
係、パートナーシップをどのように築くことができるかは、現実の課題として残る。その観点から検
証した場合、公共セクターとサードセクターとのパートナーシップ形成を主目的とする「コンパクト」
が必ずしも所期の成果を挙げていない実態の総括もまた求められることになる。
　本稿では、民営化の受け皿として民間セクターを想定し、営利企業に委ねることのみを思い描いて
いた1990年代までの認識枠組みから脱して、サードセクターの存在意義を認め、このセクターを構成
する主たる組織としての社会的企業に活路を見出した2000年代の労働党政権の認識を評価するため、
32　たとえば、塚本一郎・山岸秀雄編著『ソーシャル・エンタプライズ』丸善、2008年。
33　Small　Business　Service（Department　of　Trade　and　Industry），ASurvey　of　Social　EnterPrise　across　the　UK，2005．
一263一
49券　2H　2011　3
公共交通を対象として検討を加えてきた。民営化の受け皿の変化をみることを通じて、公益を担おう
とする社会的企業の存在や、社会的企業ネットワークの形成を通じて社会変革を図ろうとする全国組
織の存在にたどりつくことができた。もちろん、サードセクターは社会的企業によってのみ構成され
るわけではなく、よく指摘されるように、協同組合や共済組合、アソシエーションと一括りにされる
さまざまな共益集団なども重要な役割を演じているのはたしかである。だが、資本主義社会の中に
あって、すでに150年から200年の歴史を持つ協同組合やアソシエーションではなしえなかった「共益
が公益をも担う」新たな試み、あるいは公営公益事業の限界を超えようとする新たな公益の担い手と
いう観点から協同組合や社会的企業を捉えていく必要がある。無限の経済成長に依拠した完全雇用を
暗黙の前提とする福祉国家の限界を超えようとする場合、社会経済システムに対する従来の二元論的
把握から抜け出して、サードセクターの存在意義や社会的企業の果たす枠割を検証しないかぎり展望
は拓けてこないであろう。その意味で、労働政権が追及した「第3の道」の示唆するところは大きい。
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